
令和 3年 (ヨ )449号  老朽美浜 3号機運転禁止仮処分申立事件
債権者  石地 優 外 8名
債務者  関西電力株式会社

準備書面(10)

2022(令 和 4)年 7月 4日

大阪地方裁判所第 1民事部御中

債権者ら代理人弁護士  河 合 弘 鳴

井 戸 謙 |:|li

《妙 '

同

ほか 9名

債務者の主張書面 (10)に対し、債権者は、取り急ぎ必要な反論を行う。

第 1 内陸地殻内地震の震源が敷地に極めて近い場合に求められる考慮
について

1 債務者の主張
債務者は、本件原発の検討用地震が、いずれも「震源が敷地に極め

て近い場合」として特別な考慮、検討が必要となるものではないと主

張し、その根拠として、原子力規制委員会の第 53回技術情報検討会
において、内藤安全規制管理官が、山中伸介原子力規制委員の、極近

傍に当たるのはどの程度の距離かという質問に封して、「大体、地表

で l kmぐ らい。あとは、断層の形状でサイ トから逃げていくものと

か、強震動発生する場所がどこなのかという形で、若干、地震動評価

上の距離は離れているものがありますので、そちらのほうをチェック

する必要はありますけれども、大体 l kmぐ らいになつてくると当て

はまってくるかについて検討の対象になっていくというふうに考え

ていただければと思います。」と回答したことを指摘 している。(債務

者主張書面 (10)9～ 10頁 )。

2 債権者 の反論
(1)債 務者 が指摘 したや り取 りは、原子力規制委員 が、原子力規制
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庁の役人に紺 し、原子力規制委員会制定に係 る「設置許可基準規則

解釈」に定められた「震源に極めて近い場合」の解釈を教えてもら

ったとい う一幕である。原子力規制庁は、原子力規制委員会の事務

局 に過ぎない。このや り取 りは、原子力規制委員会が原子力規制の

意思 も能力 も持つていないことを図 らず も露呈 した とい うべきで

ある。

(2)回答 した内藤安全規制管理官は、原子力規制庁の役人であつて、
設置許可基準規則解釈 中の文言を解釈す る何 らの権限を持ってい

ない。

(3)そ もそも、「極めて近い場合」が「大体 l km」 であるなどとい う
解釈が過去に主張 された ことを債権者代理人は寡聞に して知 らな

いと債務者代理人 も従前は「250m」 と主張 していた (債務者主
張書面 (4)9頁 )の だか ら、知 らなかつたのではないかと推測する。

上記の第 53回技術情報検討会は、令和 4年 5月 26日 に開催 され
た (乙第 259号 証の 1)。 本件仮処分事件で、「極 めて近い場合」
の解釈が争点 となつた時期 に、原子力規制庁の一役人が述べたこと

の意味は乏 しい。かえって、この発言は、訴訟において経験式のば

らつきに封する不考慮が問題 となると、原子力規制委員会が基準地

震動ガイ ドを改訂 してば らつき条項 自体 を無 くして しまったよ う

に、原子力規制委員会、原子力規制庁による原発事業者に対するア

シス トではないか との疑いす ら抱かせる。

(4)し かも、白木一丹生断層の露頭 (震源断層面を延長 し地表に達
した線 も含む。以下同 じ。)の位置は本件原発敷地の東側約 l km付

近である (本件 申立書 52買 、なお、債務者 もこの事実は認めてい
る。)。 もし、原子力規制委員会の見解が上記内藤安全規制管理官の

発言 と同一であれば、原子力規制委員会は、白木 ―丹生断層につい

て「震源が敷地に極 めて近い場合」の特別考慮 を しなかつた債務者

を して、せめて特別考慮の要否を検討 させなければな らなかったは

ずである。 しか し、原子力規制委員会は、債務者に姑 し、その検討

す ら求めていない。

(5)ち なみに、 C断層は、露頭 こそ本件原発の西側約 3kmに 位置
す るが、東側に傾斜 してい るため、本件原発直下約 4kmに 存在す
ると考えられている (本件 申立書 56頁、なお、債務者 もこの事実
は認 めている。)。 釜江教授 が指摘 したように、大切なのは地下の震

源断層 と敷地 との距離なのである (債権者主張書面 (4)17頁 )。 そ
の観点か らC断層を検討すれば、そもそも地震発生層が地下 3～ 4
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km以下なのである (債務者主張書面 (1)87頁 )か ら、直下4km
に C断層の震源断層面があるということは、考えられる限り、敷地

から最も直近に震源断層があるということになる (浦底聯層のよう

な敷地内活断層であっても、地震発生層は、地下 3～ 4 knよ り下部

なのである。)。 したがつて、このC断層について、特別考慮をする

必要がないという理屈は、どう考えても出てこないはずである。

第 2 結語
以上のとおり、老朽化による過酷事故発生の危【父性が大きくなってい

る本件原発において、その設置変更許可が、設置許可基準規則 (解説 )

に違反 してなされたものであること、少なくとも設置許可基準規則 (解

説)に適合しているという原子力規制委員会の判断に看過しがたい過誤

欠落があることが明白になつたのであるから、貴裁判所におかれては、

速やかに本件原発の運転を差し止める旨の決定をされたい。

以上
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